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令和４年度（第２６回）「チヨダ地域保健推進賞」 

 

活動テーマ 

「豊中はつらつ教室（通所訪問型短期集中サービス）」で望む暮らしを実現 

～人生１００年時代を豊かに生きるために～ 

グループ名称・氏名(グループの場合は代表者名) 

長寿安心課 介護予防係 

代表者：中田 三千代 

 

 

勤務先：豊中市役所 

所 属：福祉部 長寿安心課 

所在地：〒５６１－８５０１ 

大阪府豊中市中桜塚３－１－１ 

ＴＥＬ：０６－６８５８－２８６５ 

ＦＡＸ：０６－６８５８－３６１１ 

 

 

◇活動の背景、方針等 

豊中市(以下、本市)の概要として、令和 4 (2022)年 4月時点での人口は約 40万人、高齢化率は、25.8％

要介護認定者は 24,389 人であった。85 歳以上の高齢者人口が大きく増加する一方で、介護人材等の担

い手を含む現役世代の減少が見込まれる 2040年代を見据え、軽度化をはじめとする自立支援、特に生活

機能改善に向けた取組の強化が喫緊の課題である。本市の特徴として、新規認定者のうち過半数が軽度

者（要支援者）で、全国平均より高い状況にある。また、要介護状態に至った理由では、要支援者の主

な原因疾患は、関節疾患、骨折転倒、高齢による衰弱が５割近くを占めていることから、「介護予防の

取組を集中的に行うことで、重度化の未然防止が期待できる。」点に着目し、自立支援型ケアマネジメ

ント※の考え方を地域全体に広げていくための仕組みづくりを行うとともに、要支援者の通所訪問型短

期集中サービス(豊中はつらつ教室、以下教室)による生活機能改善を促進し、要介護状態になることを

予防(健康寿命の延伸)し、高齢者の望む暮らしを実現するための支援を行うこととした。介護予防係は

保健師、理学療法士、作業療法士、看護師、事務職の構成であり、市内 7 つの日常生活圏域の地域包括

支援センターと協働して地域における介護予防活動を展開している。（※自立支援型ケアマネジメント：

支援者として「本人ができないことを代わりにする」のではなく、「可能な限り本人ができるようにす

るための支援」をすること） 

 

◇活動内容（経緯） 

●令和元 (2019)年：平成 29 年度～短期集中サービス実施状況の評価と課題整理。事業の存在が地域に

浸透せず、対象者の利用が伸び悩む。給付型の介護サービスの提供が多数。 

●令和 2 (2020)年：1 圏域で自立支援型ケアマネジメントの考え方を地域全体に広げていくための仕組
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みを構築する「短期集中サービスを活用した自立支援型ケアマネジメント促進モデル事業を実施。モデ

ル事業の課題整理。対象者が教室参加で習得したセルフケアの継続に課題あり。 

●令和 4 (2022)年：モデル事業を踏まえて全市展開のスタート。教室修了後も対象者のセルフケアの継

続を見守り、地域の社会資源につなぐための支援策を創設。 

図１ モデル事業の流れ 

◇活動内容 

●図 1のように、要支援認定者、事業対象者のケアマネ 

ジャーによる初回訪問時、必ずリハビリ専門職が同行し 

ADLや IADLのアセスメントを支援。対象者の同意があ 

れば、教室につなぐ。 

●教室は 3か月間、週 1回教室に通所し対象者の生活課 

題に応じた目標設定、下肢筋力の向上にむけた運動プロ 

グラムと栄養、口腔等の自立支援に向けた講話の受講。 

●通所（週１回）以外の、日常生活の中での行動変容を 

支援するため介護予防手帳を活用し、自宅での活動をリ 

ハビリ専門職が評価する。 

●通所期間修了前にリハビリ専門職が家庭訪問し、居宅 

において自立した生活が送れるように助言指導する。 

●教室修了前に多職種でカンファレンスを行い方針決定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



活 動 成 果 報 告 書 

 3 

◇活動成果 （令和 2～3年度モデル事業の実績） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記のように、モデル事業では多くの利用者の生活機能、課題が改善した。生活機能の維持のためには、

生活の中にセルフケアの習慣を定着していくことが重要である。 

◇今後の計画 

令和 4年度から、全市において対象者にリハビリ専門職によるアセスメント支援訪問の実施、教室適応

者を市内 4会場に拡大し対応している。教室修了後、給付型サービスを利用しない人にはケアマネジャ

ーの見守りと、圏域毎の体力測定会を開催し、継続支援を開始した。また教室参加時から使用する介護

予防手帳を修了後も高齢者自身が日々のモニタリングに活用し、体力測定会参加時に専門職から賞賛を

記入し意欲継続に活用している。地域包括支援センター職員が従事する体力測定会では対象者に応じた

地域資源につなぐ取組みを実施している。引き続き課題整理の上、本市の高齢者が人生 100年時代を豊

かに生きるために事業を拡充し地域包括ケアシステムの深化に貢献していきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

体力測定会と介護予防手帳 


